
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害支援制度 
●● 

１ 18年 
９月号 

 
 

災害によって被災を受けた場合にそれを証明するために「罹災証明書」が

必要と聞きました。その内容について教えてください。 

地震や台風などの自然災害によって人的被害や家屋など物的資産の被害を受

けた場合に各種支援制度、税・保険料・公共料金などの減免・猶予の請求や各

種申請の手続きのために、「罹災証明書」が必要となります。 

このような場合、市区町村で「罹災証明書」を発行します。証明書が必要な方

は市区町村で「罹災証明書」を用意していますから詳しくは受付場所で相談し

ます。 

 

例えば豪雨で家屋が災害を受けた場合に市区町村に「罹災証明書」を発行

してもらう場合に具体的な「罹災証明書」の内容を教えてください。 

家屋が災害で損害を被った場合の「罹災証明書」は、市職員が被害状況の現地

調査を行い、確認した事実に基づき発行する証明書です。 

証明書の発行に当たっては、申請受付後に市の職員による「住宅被害認定調査」

を行い、全壊・半壊・一部損壊・床上浸水・床下浸水の区分で被害程度を判定

します。 

●申請に必要なもの 

・「罹災証明書」申請書（該当窓口に備え付け） 

・身分証明書（運転免許証等） 

・印鑑 

●手数料 

・無料 

●受付場所 

・各市役所の該当箇所 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18年 
９月号 

 
 

災害支援制度 
 

 

２ 

「罹災証明書」を発行してもらうための家屋が被災した場合の「家屋被害

認定調査」について教えてください。 

まず、住宅の被害認定を認定します。地震や風水害等の災害により被災した住

宅の被害認定は「被害の程度（全壊、半壊等）」を認定することをいいます。

これは各市町村が実施します。この認定結果に基づき、被災者の方々に「罹災

証明書」を交付します。 

 

「家屋被害認定」から「罹災証明書」までについて教えてください。 

住宅の被害の程度については、国で被害認定基準を定めています。住宅の屋根、

壁等の経済的被害の全体に占める割合（＝損害割合）に基づき、被害の程度を

認定します。一般的には、「全壊」、「大規模半壊」、「半壊」及び「半壊に至ら

ない」の４区分で認定を行います。それに基づいて「罹災証明書」で被害の程

度を市町村長が証明します。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18年 
９月号 

 
 

災害支援制度 
 

 

３ 

「罹災証明書」を発行で受けられる災害支援制度の内容で「被災者生活再

建支援制度」について教えてください。 



飲食費5,000円以下の 
交際費除外について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18年 
９月号 

 
 

内閣府「防災情報」ホームページを参考にしました。 

災害支援制度 ４ 

税・保険料・公共料金などの減免・猶予について教えてください。 

●地方税の特別措置(減免・猶予・延長) 

・地方税の減免 

災害により被害を受けた場合、被災納税者の地方税 (個人住民税、固定資

産税、自動車税など)について、軽減または免除を受けることができます。 

・徴収の猶予 

災害により被害を受けた場合、被災納税者の地方税について、その徴収の

猶予を受けることができます。 

・期限の延長 

災害により申告・納付等を期限までにできない方は、その期限が延長され

ます。これには、都道府県・市町村が条例で一律に期限を延長している場

合と都道府県・市町村への申請により延長が認められる場合があります。 

●医療保険、介護保険の保険料・窓口負担の減免措置等 

・国民健康保険及び後期高齢者医療保険料及び窓口負担の減免・支払猶予 

国民健康保険及び後期高齢者医療制度の被保険者について、保険料及び窓

口負担の減免・支払猶予措置が講じられる場合があります。 

・健康保険等の被保険者等の窓口負担の減免 

健康保険等の被保険者等について、窓口負担の減免措置が講じられる場合

があります。 

・介護保険料及び窓口負担の減免 

介護保険料の減免・支払猶予措置や窓口負担の減免措置が講じられる場合

があります。 

10月号でもこれ以外の災害支援制度を解説します。 

 


